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 産業別の人員構成の変化を踏まえた長期戦略 
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 わが国で人口減少･少子高齢化が進展

するなか、日本企業はバブル崩壊後の成

果主義の流れから長期安定雇用の維持へ

と回帰する動きがみられます。その結果、

労働市場の流動性は高まらず、企業は今

後、各産業の人員構成を主因とする構造

的な要因により、人材確保やコスト面で

影響を受けるとみられます。産業ごとに

人員構成や賃金構造が異なるため、産業

別の影響を把握したうえで、長期的な戦

略を講じていく必要があります。 
 
産業別にみる人員構成・賃金構造の特徴 

 

各産業における年齢別の人員構成は、

人口動態や景気動向などのマクロ要因の

ほか、これまでの業界環境の変遷や産業

の特性などを反映して形成されています。 

2010 年の民間給与実態統計調査によれ

ば､建設や運輸は 50 代以上の従業員(1 年

以上を通じて勤務した給与所得者)の比

率が 4 割を超える一方、20 代の比率は約

1 割に留まり、他産業と比べ主力となる

若年層と高齢層のアンバランス化が進展 

 

図表 1 主要産業の年齢別人員構成比

しています。対照的に､情報･通信は 20～

30 代が全体の 5 割強を占めるなど若年層

中心の構造となっています。(図表 1) 

 賃金構造について、2010 年の平均給与

額をみれば、多くの産業で年功序列が維

持されており、20 代に比べて 30 代は 3

～5 割、30 代に比べて 40 代は 1～3 割程

度高い賃金水準となっています。ただし

50 代は、卸･小売や宿泊･外食などで 40

代と比べて水準が低い一方、情報･通信

や教育、医療･福祉などでは 1 割程度高

くなり、産業毎に賃金カーブのピーク時

年齢に違いがみられます。 

 

人員構成の変化がもたらす三つの課題 

 

 産業別の人員構成･賃金構造の特徴や、

今後の業界構造の変化を踏まえれば、各

産業は、①従業員の高齢化･若年層の不

足、②人件費総額･単価の上昇ないし高

止まり、③グローバル人材の育成･確保、

という大きく三つの課題に直面するとみ

られます。 

まず従業員の高齢化･若年層の不足に

ついては、すでに高齢化が進展している

建設や運輸では少子化により現場の担い

手となる若年層の不足が一段と深刻化す

る可能性があるほか、65 歳までの再雇用

を義務化する改正高年齢者雇用安定法が

成立したことにより、従業員の高齢化が

今後更に進むものとみられます。 

また、人員構成の変化は、人件費の変

動をもたらしますが、特に情報･通信で

は今後、構成比が突出している 30 代が

給与水準の高いシニア層にシフトするた
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め、現状の賃金カーブを前提とすれば、

給与総額は 2030 年には 2010 年対比 3 割

増(年平均+1.5%)と推計され、長期的に

増大するシニア人材の有効活用が課題と

なります。その他の産業では従業員数の

減少を主因として給与総額は減少する見

込みですが、従業員の高齢化により、一

人あたり平均給与額は足元の水準から横

這いないし微増するとみられ、これらの

産業でもシニア人材の有効活用による生

産性向上が求められます。(図表 2) 

さらに、中長期的な国内需要の縮小が

見込まれる中、広範な産業でグローバル

人材の育成･確保が課題となります。特

に海外生産シフトが進む製造業では、海

外展開の加速化を担う人材の育成･確保

が喫緊の課題であるほか、内需型産業に

おいても海外市場の開拓を担う人材育

成･確保が求められます。 

 

“ヒト”の視点から求められる長期戦略 

 

これらの課題に対しては、これまで日

本の産業界が進めてきた海外展開や業界 

 

図表 2 給与総額の推計(2010 年＝100) 

再編といった基本戦略に、長期的な人材 

戦略を加味していくことが有力な選択肢

の一つと考えられます。 

 まず、人員構成の変化のうち若年層の

不足に対しては、既存の国内事業の維持

に留まらず、海外展開を加速させるべく、

グローバル人材の育成･確保と合わせた

対応が効果的と考えられます。具体的に

は、製造業や建設などにおける外国人技

能実習生の積極的な受け入れのほか、広

範な産業で外国人留学生や海外の大学を

卒業した学生の採用拡大、更には人材補

完を目的とした、人員構成の異なる国内

企業同士の再編、若手･中堅の構成比が

高い新興国企業との M&A やアライアンス

などにより将来の海外展開を担う若年層

を強化することが考えられます。 

次に、従業員の高齢化に対しては、人

件費の変動と合わせた対応が基本となり

ます。具体的には、40～50 代のシニア層

を海外拠点のマネージャーとして育成･

有効活用することや、技術系人材に海外

拠点の技術指導を担わせるなど、シニア

層を成長性の高い海外事業にシフトする

ことが考えられます。また、国内事業で

は今後、再雇用が義務化される 60 代の

高齢層に加え、主婦層のパートタイムな

どの積極活用により人件費を抑制しつつ、

若年層の海外配置を加速させることも有

効とみられます。 

人員構成の変化は長期的かつ緩やかに

進展することから危機意識が醸成されに

くいものの、現時点からこれを不可避の

経営課題と位置づけ、長期的視野に立っ

た対応が求められます。(大河原) 
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【試算前提】1.30～60歳の雇用者数は2010年実績をスライドの
上、賃金カーブは横置き　2.変動が大きい20代以下の若年層と
65歳以上の高齢層は将来の全国人口変化率を乗じて算出


